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第３期敦賀市子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査及び計画策定支援等業務委託 

公募型プロポーザル募集要項 

 

１ 目的 

第３期敦賀市子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査及び計画策定支援等業務委託は、

本市が策定している、「新つるがいきいき子ども未来プラン」（子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第６１条に基づく第２期敦賀市子ども・子育て支援事業計

画及び次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第８条に基づく第４期

敦賀市次世代育成支援対策行動計画。以下「プラン」という。）が、令和６年度で最終

年度を迎えることから、次期プランの策定に関連する業務を委託するものである。 

 本業務の委託先には、保育・教育関連の調査及び計画策定分野において豊富な経験を

有し、本市の現状と課題を的確に把握・分析したうえで調査及び計画策定支援業務等を

行うことが可能な事業者を選定する必要があるため、本募集要項に基づきプロポーザル

を実施する。 

 

２ 業務概要 

⑴ 業務名  

第３期敦賀市子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査及び計画策定支援等業務委託 

⑵ 業務内容 

別紙「第３期敦賀市子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査及び計画策定支援等業 

務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり。 

⑶ 業務履行期間 

  契約締結の日から令和７年３月２８日（金）まで 

 ⑷ 提案上限額 

   ７，０００，０００円（消費税及び地方消費税の額を含まない。） 

 ⑸ 留意事項 

   提案上限額は、予定価格を示すものではない。 

 

３ 選定方式及び契約方法 

  本業務は、価格のみによる競争では目的を達成できないため、専門的な知識及び経験

等を豊富に有する事業者からの提案を広く公募し、プレゼンテーションを通じて提案内

容を評価する公募型プロポーザル方式により、委託契約候補者の中から優先交渉権者を

選定する。 

  優先交渉権者の選定後は、本市と当該優先交渉権者との間で仕様等の協議を行い、協

議が整い次第、見積徴収を実施し、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１

６７条の２第１項第２号の規定に基づく随意契約を締結する。 

 

４ 参加資格 

  本プロポーザルに参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者で、

本募集要項に従い企画提案書類を提出した者とする。 
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 ⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 本業務に係る公告の日から契約締結の日までの間、いずれの日においても指名停止

の措置を受けていない者であること。 

 ⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく会社更生手続開始、民事再生法 

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始又は破産法（平成１６年法律第 

  ７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者若しくはこれらの手続中で 

ある者でないこと。 

 ⑷ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

 ⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条 

第２号に規定する暴力団若しくはそれらの利益となる活動を行う者又は同法第２条第 

６号に規定する者が役員就任や経営関与等を行っている法人等でないこと。 

 ⑹ ⑸に掲げる者から委託を受けた者ではないこと。 

 ⑺ 子ども・子育て支援法の規定に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画の策定に

関するニーズ調査及び計画策定支援業務又はこれに類する行政計画策定に関する支援

業務を受託した実績を有する者であること。 

 

５ スケジュール 

 ⑴ 募集開始・募集要項配布期間 

   令和６年４月１０日（水）から令和６年４月２３日（火）午後５時まで 

 ⑵ 質問書受付期間 

   令和６年４月１０日（水）から令和６年４月１６日（火）午後５時まで 

 ⑶ 質問書に対する回答期限 

   令和６年４月１９日（金）午後５時までに回答 

 ⑷ 企画提案書類の受付期間 

   令和６年４月１０日（水）から令和６年４月２３日（火）午後５時まで 

 ⑸ 企画提案書類の審査及びプレゼンテーション実施日 

   令和６年５月上旬（予定） 

 ⑹ 審査結果の通知日 

   令和６年５月上旬（予定） 

 ⑺ 見積徴収及び契約締結 

   令和６年５月中旬（予定） 

 

６ 申込方法等 

 ⑴ 募集要項等の配布 

  本プロポーザルの募集要項等は、１１ 担当部署及び問合せ先に記載の場所におい 

て配布するほか、敦賀市ホームページ上で公開する。 

 なお、担当部署における配布は、土曜日及び日曜日を除く午前８時３０分から午後 

５時までとする。 

 ⑵ 質問書の提出及び回答方法 

  ア 提出方法 
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    質問書受付期間内に質問書（様式第７号）により電子メールにて担当部署へ提出 

すること。なお、電話による質問は認めない。 

また、電子メールの件名は「【事業者名】第３期敦賀市子ども・子育て支援事業

計画ニーズ調査及び計画策定支援等業務委託に関する質問」とし、提出後は担当部

署に電話で着信の確認を行うこと。 

  イ 回答方法 

    回答は、令和６年４月１９日（金）午後５時までに敦賀市ホームページ上で随 

時公開する。なお、質問書に対する回答は、本募集要項を補足及び修正するものと 

して取り扱うこととする。 

  ウ 留意事項 

    他社の提案内容や審査員の氏名等、選考の公平性を損なうおそれのある質問には

回答しない。 

 ⑶ 企画提案書類の提出方法等 

 ア 提出方法 

企画提案書類は、企画提案書類の受付期間内に持参又は郵送の方法により担当部 

署へ提出すること。 

  なお、持参による提出の受付時間は、土曜日及び日曜日を除く午前８時３０分か

ら午後５時までとする。 

また、郵送による提出は、令和６年４月２３日（火）午後５時必着とする。 

イ 企画提案書類作成要領 

書類名 内容に関する留意事項 

共通事項 ・用紙は、証明書原本を除き全てＡ４版を使用する 

こと。 

・各書類にはインデックスを貼付すること。 

・用紙の向きは様式に従うこと。ただし、企画提案 

書については縦横不問とする。 

参加申込書 

（様式第１号） 

・代表者印を押印すること。 

・会社名、代表者職氏名、所在地、連絡先、担当者 

氏名を記載すること。 

誓約書 

（様式第２号） 

・必要事項を記入の上、代表者印を押印すること。 

・「国税納税証明書（法人税、消費税及地方消費

税）」及び「市町村税（都税）証明書（本店が所

在する市町村等が発行する市税について滞納の無

いことを証明できるもの）」を添付すること。 

会社概要書 

（様式第３号） 

・会社名、代表者職氏名、所在地、資本金、設立年

月日、従業員数、事業内容を記載すること。 

・法人登記に係る全部事項証明書（謄本）を添付す

ること。（履歴事項証明書（閉鎖されていない登

記事項の証明）を含むものに限る。） 
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業務実績調書 

（様式第４号） 

・平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

の間に「４ 参加資格⑺」に記載する業務を受託し

た実績について記載すること。（最大２０件までと

する。） 

企画提案書 

（様式任意） 

・別紙仕様書を踏まえ、企画提案書には以下の点を 

記載すること。なお、企画提案書に記載する内容 

は、別紙仕様書に記載の業務内容に係るものとす 

る。 

①本業務の基本方針、スケジュール及び実施体制 

②国・福井県の動向及び本市の現状を踏まえたニ 

ーズ調査内容及び計画策定に対する提案 

③調査方法、その他本業務に係る提案 

・企画提案書にはページ番号を付すこと（表紙、目

次を除く。）。 

業務担当責任者経歴書 

（様式第５号） 

・本業務を受託する場合に責任者となる者の氏名、

年齢、経験年数、所属及び役職について記載する

こと。 

・「４ 参加資格⑺」に掲げる業務について、責任

者の担当履歴を記載すること。 

見積書 

（様式第６号） 

・代表者印を押印すること。 

・見積金額には消費税及び地方消費税を含まない額 

を記載すること。 

 

  ウ 提出部数 

    提出部数は、正本１部、副本１０部とし、各証明書については、正本に原本を添

付し、副本には写しを添付すること。 

  エ 留意事項 

   ① 企画提案書の提出は、１者につき１案に限る。 

② 添付する各証明書は令和６年３月１日以降に発行されたものとする。 

③ 提出期限経過後の企画提案書類の差替え、追加又は訂正は認めない。 

７ プレゼンテーション 

 ⑴ 実施方法及び実施日時等 

   プレゼンテーションは対面又はオンラインのいずれかの方法にて行う。 

日時及び会場等の詳細については、参加者に別途通知する。 

 ⑵ 内容 

   提出した企画提案書類に基づき説明すること。追加資料の配布及び追加提案の説明 

は認めない。 

 ⑶ 出席人数 

   企画提案書類の内容を熟知する者及び業務担当責任者を含め３名以内とする。 

 ⑷ 時間配分 
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   参加者ごとに３０分以内とする。時間配分は、準備時間５分、プレゼンテーション

１５分、質疑応答１０分とする。 

 ⑸ 注意事項 

  ア プレゼンテーションに必要な物品及びパソコンは参加者が用意すること。 

    対面のプレゼンテーションの場合には、プロジェクター（接続ケーブル（ＨＤＭ 

Ｉ又はＤ－ｓｕｂ）を含む。）、スクリーン、電源コードについては本市にて準備 

する。 

  イ 参加者による録音及び撮影は禁止する。 

  ウ プレゼンテーションは非公開で行う。 

  エ 進行は本市職員が行い、参加者は進行担当職員の指示に従って説明等を行うこ 

と。 

 ⑹ 審査結果の通知 

   審査結果は、各参加者に対して令和６年５月上旬（予定）に文書にて通知する。 

また、併せて敦賀市ホームページ上で公表する。 

 ⑺ その他 

 審査内容又は結果に対する問い合わせ（参加者自身の評価点数を除く。）及び異議 

は認めない。 

 

８ 審査方法等 

  企画提案書類及びプレゼンテーションの内容を参考に、別表の審査基準に基づき審査 

委員が点数評価し、その結果をもとに審議の上で優先交渉権者を選定する。 

 

９ 失格条件 

  参加者が次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

優先交渉権者が失格となった場合には、審査結果が次点の参加者を優先交渉権者とす 

る。 

⑴ 企画提案書類の提出方法、提出先又は提出期限等が本募集要項の定めに従っていな 

い場合 

⑵ 企画提案書類に記載すべき事項に不備がある場合 

⑶ 企画提案書類に虚偽の記載があった場合 

⑷ 提案上限額を超える見積書を提出した場合 

⑸ プレゼンテーションの指定参集時刻に遅刻した場合 

⑹ 本業務に関して、本募集要項に定める手続以外の方法によって、審査委員又は担当 

者に接触を図るなど審査の公平性を害する行為があった場合 

 ⑺ 参加者が４に掲げる参加資格を満たさなくなった場合 

 ⑻ その他、審査委員会が不適格と認めるとき。 

 

10 その他の留意事項 

 ⑴ 本募集要項に基づく企画提案書類の作成及びプレゼンテーション等に要する費用等 

は、全て参加者の負担とする。 
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 ⑵ 企画提案書類の著作権は、参加者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザルに関

する報告、公表等に必要な場合は、参加者の承諾を得ずに企画提案書類の内容を無償

で使用できるものとする。 

 ⑶ 企画提案書類は、敦賀市情報公開条例（平成１１年条例第１４号）に基づく情報公

開請求の対象となるため、請求があったときは本条例に基づき公開するものとする。 

 ⑷ 提出された企画提案書類は返却しない。 

 ⑸ 企画提案書類は、本プロポーザルを行うために必要な範囲において複製する場合が

ある。 

 ⑹ 参加者が１者のみの場合でも、本募集要項に定める要件等を満たす場合には、本プ

ロポーザルは実施する。 

 ⑺ 企画提案書類の提出後に、やむを得ず本プロポーザルへの参加を取りやめる場合に

は、参加辞退届（様式任意）を担当部署あて提出すること。 

 ⑻ 参加者は、企画提案書類の提出をもって、本実施要領等の記載内容に同意したもの

とみなす。 

 

11 担当部署及び問合せ先 

 敦賀市福祉保健部子育て政策課 

  〒９１４－８５０１ 福井県敦賀市中央町２丁目１番１号 

  電話：０７７０－２２－８１２５  FAX：０７７０－２２－８１６８ 

  電子メール：kosodate-seisaku@ton21.ne.jp 
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別表 

 

審査基準 

審査項目 審査のポイント 配点 

価格 見積額の相対評価 １０ 

業務遂行能力 

本業務と同種の業務の受託経験が豊富にあるか。 １０ 

主担当者の業務経験が十分にあるか。 １０ 

企画提案書 

本業務を確実に遂行できる人員が確保されている

か。 
１０ 

無理なく確実に業務を遂行できる工程となっている

か。 
１０ 

国・県の動向及び本市の現状を踏まえて調査及び計

画策定が行えるような提案となっているか。 
１０ 

業務が効果的かつ効率的に実施できるよう独自の工

夫がなされた提案となっているか。 
１０ 

その他独自の工夫や提案がなされているか。 １０ 

プレゼンテーション 

業務に対する理解度、わかりやすさ等 １０ 

質疑に対する回答が的確か。 １０ 

計 １００ 

 


